
 

国土強靱化 民間の取組事例 441  被災者等の支援 

地域を守る！ ▶被災者等の支援 20 災害時に支援する 

441 複数の民間企業が共同で備蓄拠点を形成 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

石狩湾新港災害備蓄拠点研究会（石狩開発株式会社） 
【平成 29 年】 

3430001033176 その他事業者 
【不動産業，物品賃貸業】 

北海道 

 石狩湾新港災害備蓄拠点研究会は、東日本大震

災で道内企業も被災した経験を踏まえ、平成 26

年 7 月に発足し、建設・運輸・リース・食品・

医療・エネルギー等の民間企業主体で石狩湾新

港地域への災害備蓄拠点設置を検討している。 

 同地域は日本海に面し、太平洋側と同時被災リ

スクが低いことや、港湾や高速道路、丘珠空港

のアクセスが良いなど輸送インフラが充実して

おり、災害備蓄拠点の条件を備えている。また、同地域は官庁や企業の拠点が集まる札幌市に隣接

しており、早期の情報収集と対策立案を受け、被災地で必要な物資等の輸送にすぐ対応できる。 

 平成 27 年 5 月、同会は検討内容をまとめた災害備蓄拠点構想を提案書として道知事に提出した。

同構想では、20 万人分の食料 ・日用品を常時回転備蓄可能で、津波対策として 2 階を備蓄倉庫、1

階をトラックターミナルとする施設としている。現在、研究会は同構想の事業性等を検討している。 

 参加企業は、同地域等で備蓄拡大に取り組んでいるが、北海道は食材の宝庫であるため、今後道産

の食材や加工品を活用した高品質の食料支援体制等も検討予定である。 

 

▲道内企業連携による物資供給イメージ 


